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1. はじめに 
1.1. 概要（策定の⽬的） 

少⼦⾼齢化の進展は，近い将来，社会全体に深刻な⼈⼿不⾜をもたらすこと
が予測されています。⾃治体においても限られた職員で運営を⾏っていく必要
があり，⼤きな変⾰の時代の中でも町⺠サービスを安定的に提供するため， 
ＡＩやロボティクス等を活⽤した「スマート⾃治体」への転換が求められてい
ます。 

こうした予測を⽬前に，⾏政のデジタル化は喫緊に取り組むべき課題であり，
総務省では「デジタル・ガバメント 実⾏計画」（令和２年１２⽉２５⽇閣議
決定）において⾃治体関連の各施策について，⾃治体が重点的に取り組むべき
事項・内容を具体化するとともに，令和５年１２⽉には，地⽅⾃治体が着実に
ＤＸに取り組めるよう「⾃治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
推進計画」（以下「⾃治体ＤＸ推進計画」という。）を第２．２版に改定し，
⾃治体ＤＸを推進するための⽀援に取り組んでいます。 

このような背景を踏まえ，本町においてはデジタル技術を活⽤して「町⺠サ
ービスの向上」と「業務の効率化」を推進するため，令和５年３⽉に⼤和町Ｄ
Ｘ推進全体⽅針を策定しました。 

⼤和町ＤＸ推進計画（以下「本計画」という。）は，⼤和町ＤＸ推進全体⽅
針を具体化するために「町⺠の暮らし・窓⼝」と「職員の働き⽅改⾰」に軸を
置き，デジタル化を活⽤した改善に向けた取り組みを⽰すことを⽬的に策定す
るものです。 
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1.2. 基本⽅針 
本計画では，上位計画である⼤和町第五次総合計画や国の⾃治体ＤＸ推進

計画等とも整合性をとり進めていきます。計画期間は，⼤和町ＤＸ推進全体
⽅針と合わせて，令和８年３⽉３１⽇までとします。 

① 「町⺠の暮らし・窓⼝」 
現在，多くが対⾯により⾏われている⾏政⼿続について，ＰＣやスマー

トフォンから申請できるようオンライン化を推進するとともに，窓⼝でも
マイナンバーカード等の活⽤により迅速に⼿続きを進められる等，町⺠が
より便利に⾏政サービスを利⽤できるようにしていきます。 

 

② 「職員の働き⽅改⾰」 
定型的な作業の⾃動化や職員が業務で利⽤するＰＣ環境の⾒直し等，職

員の働き⽅を改善することで，相談業務や企画業務等本来職員が注⼒すべ
き業務に集中できる環境を整え，より町⺠に寄り添ったサービスが提供で
きるようにしていきます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⼤和町ＤＸ

推進全体⽅針

⼤和町ＤＸ推進計画

⼤和町情報 
セキュリティポリシー

連携 連携

 

 

 

 ① 町⺠の暮らし・窓⼝ 

② 職員の働き⽅改⾰ 

⼤和町 

第五次総合計画
⾃治体DX推進計画 

デジタル社会の実現に向けた重点計

デジタル⽥園都市国家構想 

みやぎ情報化推進ポリシー 
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1.3. 推進体制 
① 推進体制図 

次に⽰す体制で，ＤＸを推進していきます。 
 

【⼤和町ＤＸ推進委員会】 
 委員⻑︓町⻑ 

副委員⻑︓副町⻑，教育⻑ 
委 員︓各課等の⻑ 
事務局︓総務課

 

【ワーキンググループ】 
 

町⺠の暮らし・窓⼝グ
ループ 働き⽅改⾰グループ システムグループ 

・⾃治体情報システムの
標準化・共通化※１ 

・マイナンバーカードの
普及促進 

・デジタルデバイド※２
対策，地域社会のデジ
タル化 

 
 
 
  

・テレワーク※３の推
進 

・ＢＰＲ※４の取り組
みの徹底（書⾯の押
印廃⽌） 

・セキュリティ対策の強化 
・職員のＩＣＴリテラシー

の向上 
・オープンデータ※６の利活

⽤による官⺠連携のまち
づくり 

・ホームページ，ＳＮＳ等を
活⽤した情報発信の充実 

ＤＸ推進員(各課等の職員） 総務課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・⾏政⼿続きのオンライン化 
・ＡＩ／ＲＰＡ※５の利⽤推進 
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② 役割 
「⼤和町ＤＸ推進委員会」 
本町のＤＸ推進に必要となる取組⽅針及び実施計画の決定，進捗状況の

評価や重要事項の決定に関することについて，協議・検討を⾏います。 
 
「ワーキンググループ」 
委員会の機能を補佐し，ＤＸ推進にあたって解決すべき具体的な課題や

課題解決に必要となる具体的な施策及び実務的な事項に関することについ
て，協議・検討を⾏います。 
 

③ 推進イメージ 
ＰＤＣＡサイクルとＯＯＤＡループにより定期的に進捗状況の評価を⾏

い，国・県の動向や，本町の課題を踏まえ必要に応じて，本計画の⾒直し
を図り実効性を⾼めていきます。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               

【⼤和町ＤＸ推進委員会】 【ワーキンググループを構成する
ＤＸ推進員を中⼼とした担当課】 
 

大和町ＤＸ推進計画 
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2. 施策⼀覧 
本町の課題について，「重要度・影響度」及び「合理化・必要性が⾼い」の観

点で優先度の分類を⾏い,優先度が⾼い施策を中⼼に実施していきます。 
 

2.1. 「町⺠の暮らし・窓⼝」 
① ⾃治体情報システム標準化 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 

「地⽅公共団体情報システムの標準化に関する法
律」により，全ての⾃治体で必ず実施しなければな
らないものであるが，まだ対応が完了していない。
現在は，Ｆｉｔ＆Ｇａｐ※７作業を⾏い，標準仕様と
の差を分析する等対応に向けて準備中である。 

⽬的 
（施策の概要） 

令和７年度末までに対象の２０業務について，国の
整備するガバメントクラウド※８を活⽤した標準準拠
システムに移⾏する。

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・標準準拠システムの導⼊により，業務の効率化と
運⽤コストを削減できる 
・統⼀的なシステム利⽤により町⺠の利便性が向上
する 

⽬指す姿 ・⾃治体情報システムの標準準拠及びガバメントク
ラウド移⾏

推進体制 主︓総務課，町⺠⽣活課，福祉課 
副︓税務課，⼦ども家庭課，健康推進課，教育総務課

推進
計画 

（令和６年度） Ｆｉｔ＆Ｇａｐ分析によるＢＰＲ検討，データクレンジング※ ９ 

（令和７年度） データ移⾏，ガバメントクラウド移⾏ 
中間
⽬標 （令和６年度） ⼾籍システムのガバメントクラウドリフト 

最終⽬標 対象業務の標準化，ガバメントクラウド移⾏完了 
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② 書かない窓⼝ 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 ・紙による申請⼿続きが主であるため，繰り返し同
じ内容を⼿書きする等，申請者に負担となっている

⽬的 
（施策の概要） 

申請者の負担を軽減するための⽀援システムを導⼊
し，町⺠サービスの向上を図る。

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・町⺠の申請書記⼊における負担を軽減し，窓⼝の
滞在時間短縮や混雑緩和につながる 
・誤字脱字が少なくなり，事務の正確性・効率性の
向上が期待できる

⽬指す姿 窓⼝ＤＸ ＳａａＳ※１０の導⼊により，町⺠が⾏か
ない・書かない・待たない窓⼝の実現を⽬指す。 

推進体制 
主︓町⺠⽣活課，税務課，⼦ども家庭課，健康推進
課，福祉課 
副︓総務課

推進
計画 

（令和６年度） 申請様式の⾒直し，導⼊業務の選定，機器の選定，
試⾏導⼊

（令和７年度） 試⾏運⽤，効果検証 

中間
⽬標 （令和６年度） 町⺠の庁舎滞在時間 １分／件 短縮 

最終⽬標 町⺠の庁舎滞在時間 ２分／件 短縮 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



8 
 

③ オンライン申請 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 
・多くの⾏政⼿続で来庁が必要となっている 
・現⾏の電⼦申請サービスは，スマートフォンから
申請できない

⽬的 
（施策の概要） 

次期みやぎ電⼦申請サービス※１１及びマイナポータ
ル※１２を活⽤し，オンライン申請が可能な業務を増
やし，町⺠の利便性を向上させる。

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・場所や時間にとらわれずに申請が可能となる 
・⼿続きのために来庁する機会が減らせる 
・オンラインでの事前申請により，対応時間を減ら
せる 

⽬指す姿 
・オンライン可能な業務を拡⼤し，町⺠の利便性向上  
・住⺠票の取得等必要なものはキャッシュレス対応 
・町⺠への周知を広く⾏い，オンライン利⽤率を増加

推進体制 主︓総務課 
副︓その他全課

推進
計画 

（令和６年度） 申請⼿続きの検討（各課），例規改正 

（令和７年度） オンライン申請利⽤の周知（広報，⾼齢者に向けた
講習会等）

中間
⽬標 （令和６年度） 申請⼿続きにおけるオンライン申請の割合 １５％ 

オンライン申請様式１５件以上の登録 

最終⽬標 申請⼿続きにおけるオンライン申請の割合 ３０％ 
オンライン申請様式３０件以上の登録 
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④ デジタルデバイド対策 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 ・スマートフォンやＰＣを使⽤できる⼈が限られている 
・来庁しないと⼿続きできない申請が多い 

⽬的 
（施策の概要） 

全世代の町⺠にオンライン申請の活⽤を促すため，
⾼齢者向けの講習会の実施や⾼齢者の参加が⾒込め
るイベントで，スマートフォン操作体験会等を実施
する。

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・全世代の町⺠がスマートフォンやＰＣを使⽤でき
るようになることで，オンライン申請等，⼿続きの
利便性向上及び窓⼝対応における負担軽減が⾒込める

⽬指す姿 
・全世代の町⺠がＩＴ技術の恩恵を受けられるよう
にする 
（スマートフォン普及率増加）

推進体制 福祉課，公⺠館，⽣涯学習課   

推進
計画 

（令和６年度） 講習会の企画・検討（地区・内容） 

（令和７年度） 町内５地区で講習会開催 

中間
⽬標 （令和６年度） ２地区で講習会開催（１地区当たり，年間で全６回

程度開催） 

最終⽬標 ５地区で講習会開催（１地区当たり，年間で全６回
程度開催）
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⑤ キャッシュレス 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 ・現⾦を持ち歩かない町⺠のニーズに応えられない 
・⽀払い業務に係る職員負担がある

⽬的 
（施策の概要） 

キャッシュレス化を図り町⺠の利便性を向上させ
る。 

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・普段からキャッシュレス決済を利⽤する町⺠の利
便性が向上する 
・職員の業務効率化が図れる 
・会計トラブルの解消

⽬指す姿 ・多様な決済⼿段による町⺠の利便性の向上 

推進体制 主︓町⺠⽣活課，税務課，上下⽔道課，公⺠館  
副︓総務課，会計課

推進
計画 

（令和６年度） キャッシュレスセルフレジの検討（関係課） 

（令和７年度） キャッシュレスセルフレジの導⼊，利⽤の周知（広
報等）

中間
⽬標 （令和６年度） キャッシュレスセルフレジ 費⽤対効果の検証 

最終⽬標 キャッシュレスの精算割合５０％ 
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⑥ ホームページ・ＳＮＳを活⽤した情報発信 

優先度 中 

現⾏の業務課題 

・ホームページ︓階層が深く，必要なページにアク
セスするのに時間がかかることがある 
・ＬＩＮＥ︓新型コロナウイルス感染症のみの発信 
（友だち登録者数︓６９６⼈）

⽬的 
（施策の概要） 

⼤和町公式ホームページやＬＩＮＥの運⽤を⾒直
し，町⺠等への情報発信を充実させることで，町⺠
満⾜度の向上を図る。

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・町⺠への情報発信量・質の向上 
・町⺠以外へも，⼤和町の更なる魅⼒を伝えること
ができる

⽬指す姿 必要な⽅に，必要な情報が効率的に発信できるよう
にする。

推進体制 総務課 

推進
計画 

（令和５年度） ホームページ，ＬＩＮＥのリニューアル 

（令和６年度） 
（令和７年度） 情報発信数の向上 

中間
⽬標 （令和６年度） ＬＩＮＥの友だち登録者数 ８００⼈ 

最終⽬標 ＬＩＮＥの友だち登録者数 １，０００⼈ 
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⑦ 施設予約 

優先度 中 

現⾏の業務課題 

・各施設平⽇８︓３０〜１７︓３０に窓⼝でしか予
約することができない 
・吉⽥，鶴巣，落合教育ふれあいセンターは，利⽤
希望前⽉１⽇〜１０⽇に利⽤申請を受付後，町職員
が各利⽤希望団体へ連絡をとり調整している 
・利⽤希望⽇が重複することもあり，調整に時間を
要することがある

⽬的 
（施策の概要） 

町内施設の空き状況確認や予約をオンラインで可能
にすることで，町⺠の利便性向上を図るとともに，
職員の事務負担も軽減する。

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・施設利⽤率の向上，町⺠の利便性向上，事務負担
の軽減（空き状況確認，予約受付，納付書発⾏，団
体間の予約調整）

⽬指す姿 

施設の予約や空き状況の確認の際，来庁いただくこ
となく，オンラインでの申請及びキャッシュレス決
済を可能とし，町⺠の負担軽減や職員の事務負担軽
減を図る。

推進体制 ⽣涯学習課，財政課，公⺠館 

推進
計画 

（令和６年度） 改正が必要となる例規の確認及び改正，予算措置，
システム導⼊・試⽤

（令和７年度） システムの本格的運⽤ 

中間
⽬標 （令和６年度） システム試⾏導⼊ 

最終⽬標 年間オンライン申請率５０％ 
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対象施設 
対象施設 部屋・設備 管理課 

南部コミュニティセンター ７部屋（８区分），冷房器具，暖房
器具，調理台 財政課 

町⺠研修センター ９部屋（９区分），冷房器具，暖房
器具，プロパンガス 財政課 

吉⽥教育ふれあいセンター 屋内運動場，屋外運動場 ⽣涯学習課
鶴巣教育ふれあいセンター 屋内運動場，屋外運動場 ⽣涯学習課
落合教育ふれあいセンター 屋内運動場，屋外運動場 ⽣涯学習課

 
まほろばホールの施設について，空き状況確認はオンライン化済み。予約のオン
ライン化等は，利⽤者の利便性を踏まえながら別途検討していきます。 
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⑧ オープンデータの拡充 

優先度 低 

現⾏の業務課題 ・オープンデータとして登録しているデータが少な
い 

⽬的 
（施策の概要） 

他市町村では，ＡＥＤの設置場所をオープンデータ
化したことにより，⺠間企業が開発したスマートフ
ォンアプリ上から設置場所が確認できるようになっ
たという事例もある。そこで，本町においてもオー
プンデータの拡充を⽬指すもの。

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・データを⺠間が⾃由に活⽤することにより，地域
の課題解決が期待できる 

⽬指す姿 ・オープンデータが活⽤され，地域の課題解決が⾏
われる

推進体制 総務課 

推進
計画 

（令和６年度） 
（令和７年度） 国や県の意向に沿って⽰されたデータを公表する 

中間
⽬標 （令和６年度） 国や県の意向に沿って⽰されたデータを公表する 

最終⽬標 
宮城県が管理するオープンデータポータルサイト
「ｄａｔａ ｅｙｅ」において，国や県の意向に沿
って⽰されたデータを公表する
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2.2. 「職員の働き⽅改⾰」 
① ＡＩ－ＯＣＲ※１３／ＲＰＡを活⽤した業務効率化 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 １件ずつ⼿⼊⼒している業務があり，時間がかかるう
え，正確性に⽋ける。

⽬的 
（施策の概要） 

ＲＰＡを導⼊し，町業務の正確性や迅速性を⾼め，町
⺠サービスの向上や職員負担の軽減等を図る。 

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・業務時間の削減，時間外勤務の削減，事務の正確性
の向上 
・ＲＰＡにより削減した時間を窓⼝業務等にあてるこ
とができる

⽬指す姿 書かない窓⼝とＯＣＲ，ＲＰＡを併せて導⼊し，町⺠
サービスの向上と職員負担軽減を図る。 

推進体制 総務課，まちづくり政策課 

推進
計画 

（令和５年度） ヒアリング，導⼊業務の検討 

（令和６年度） 仕様の確認，試⾏導⼊ 

（令和７年度） ⼊札・契約，研修・説明会，導⼊する業務の拡⼤ 

中間
⽬標 

（令和６年度） １業務試⾏導⼊ 

最終⽬標 ３業務本格導⼊（導⼊業務のうち，現業務時間の３
０％減）
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② 情報セキュリティ対策 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 
ＤＸに関する新たな取り組みが推進されていく中
で，適宜情報セキュリティ対策の⾒直しを⾏う必要
がある。

⽬的 
（施策の概要） 

⾏政⼿続のオンライン化，テレワーク，システムの
標準化・クラウド化等，新たな取り組みが推進され
ていく中で，適宜情報セキュリティの⾒直しを⾏
い，更なる強靭なセキュリティ対策を進める。 

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・各種ＤＸの取り組みに対して，情報セキュリティ
対策もあわせて実施し，機密情報等を守る 

⽬指す姿 

・その時の導⼊状況に合った内容となるよう，情報
セキュリティポリシーやセキュリティ環境を適宜⾒
直す 
・職員向けに，情報セキュリティ研修を毎年実施
し，機密情報の取扱いについて職員全体で理解する

推進体制 総務課 

推進
計画 

（令和６年度） 
（令和７年度） 

情報セキュリティ研修の企画・実施 
情報セキュリティポリシーの改定 
必要な情報セキュリティ機器等の整備 

中間
⽬標 （令和６年度） 情報セキュリティ研修の実施（年１回） 

最終⽬標 情報セキュリティポリシーの改定 
情報セキュリティ研修の実施（年１回） 
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③ 職員のＩＣＴリテラシーの向上 

優先度 ⾼ 

現⾏の業務課題 職員によって，ＩＣＴリテラシーの習熟度にばらつき
がある。

⽬的 
（施策の概要） 

ＤＸ推進のためには，デジタル技術を活⽤して効率
的な業務を提案できる職員の育成が必要となるた
め，職員⼀⼈ひとりのＩＣＴリテラシーの向上と⼈
材の育成を図るための研修を実施する。  

⾒込める効果 
（アウトカム） 

職員のＩＣＴリテラシーが向上し，⼀⼈ひとりがＤ
Ｘ推進への意識を持つことができる。 

⽬指す姿 
職員⼀⼈ひとりが，ＤＸ推進への意識を持ち，より
良い町⺠サービスや業務効率化について提案するこ
とができる組織⾵⼟作りを⽬指す。

推進体制 総務課 

推進
計画 

（令和６年度） 階層・年代に応じた研修内容の検討 

（令和７年度） 研修の開催 

中間
⽬標 （令和６年度） 研修内容の検討 

最終⽬標 研修の実施 
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④ 職員端末の整備 

優先度 中 

現⾏の業務課題 ⾏政ニーズの多様化による業務量の増加によって⻑時
間勤務をせざるを得ない状況になっている。 

⽬的 
（施策の概要） 

職員端末の無線化やペーパーレス化の推進により業務
環境を改善し，業務の効率化を図る。 

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・従来の紙媒体を基本とした働き⽅から解放され，業
務効率化を図ることができる 

⽬指す姿 
業務のＩＣＴ化を推進し，従来の「当たり前」として
⾏われてきた業務の進め⽅を⾒直すことで業務の効率
化，ペーパーレス化の推進を実現する。 

推進体制 総務課 

推進
計画 

（令和６年度） 職員端末の導⼊ 

（令和７年度） ペーパーレス化の推進（講習会・利⽤ガイド整備等） 

中間
⽬標 （令和６年度） 紙資料について令和５年度⽐５％減 

最終⽬標 紙資料について令和５年度⽐２０％減 
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⑤ テレワークの導⼊ 

優先度 中 

現⾏の業務課題 

・育児，介護等時間的制約を抱える職員の労働環境を
改善する必要がある 
・感染症の蔓延等であっても，役場庁舎等での業務が
必ず必要になっている

⽬的 
（施策の概要） テレワーク導⼊による多様な働き⽅の実現。 

⾒込める効果 
（アウトカム） 

・時間や場所を有効に活⽤できる柔軟な働き⽅を選択
することができ，ライフステージに合わせた多様な働
き⽅を実現することができる。 
・テレワーク導⼊に向け，必要なアプリケーションの
整備を⾏い，場所を問わない多様な働き⽅が可能とな
る。 

⽬指す姿 

・多様な⼈材（時間的制約を受ける職員等も含む）が
活躍できる組織，職場環境とする 
・感染症の蔓延等による緊急事態発⽣時における⾏政
機能の維持を図ることができる 
・テレワーク導⼊をきっかけとして業務のＩＣＴ化を
推進し，従来の「当たり前」として⾏われてきた業務
の進め⽅を⾒直すことで業務を効率化し，町⺠サービ
スの向上を図る

推進体制 総務課 

推進
計画 

（令和６年度） テレワーク導⼊に係る例規の改正，試⾏運⽤ 

（令和７年度） 試⾏・本格運⽤ 

中間
⽬標 （令和６年度） テレワーク試⾏運⽤開始 

最終⽬標 テレワーク運⽤開始 
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3. スケジュール 
① 町⺠の暮らし・窓⼝ 

優
先
度 

施策名 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

⾼ ⾃治体情報システ

ムの標準化 

   

   

   

書かない窓⼝    

   

オンライン申請    

   

デジタルデバイド

対策 

   

キャッシュレス    

   

中 ホームページ・SNS

を活⽤した情報発

信 

   

   

施設予約    

   

   

低 オープンデータの

拡充 

   

Fit&Gap，BPR検討，データクレンジング，⽂字同定

「⼾籍」「⼾籍附票」標準化対応 

全業務標準化対応 

窓⼝のあり⽅検討 

機器選定・試⾏導⼊ 試⾏運⽤・効果検証 

申請⼿続きの検討 

条例改正 

オンライン申請利⽤

の周知・広報 

講座の企画・検討 講座開設 

キャッシュレスレジ 

検討(関係課) 

レジ導⼊ 

利⽤の周知・広報 

４種類のデータを 

県「dateeye」に公開
国・県の意向に沿い，適宜オープンデータ公開 

HP・LINEのリニューアル 

周知 

条例の確認・改正

予算措置

要件の整理

本導⼊ 試運転 
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② 職員の働き⽅改⾰ 

優
先
度 

施策名 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

⾼ AI-OCR/RPA シ ス

テムを活⽤した業

務効率化 

   

   

   

   

   

情報セキュリティ

対策 

   

職員のICTリテラ

シーの向上 

   

中 職員端末の整備    

テレワーク    

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業務ヒアリングの実施 

業務検討 仕様確認

試⾏導⼊ 

意向確認

⼊札・契約 

研修会・説明会 

導⼊する業務の拡⼤ 

情報セキュリティポリシーの改定，研修の実施 

研修の検討 研修の実施 

導⼊環境の検討 導⼊ 

導⼊環境の検討 導⼊ 

条例改正・試⾏運⽤ 
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4. ⽤語集 
 

 

No. ⽤語 解説
※１ ⾃治体情報シス

テムの標準化・
共通化 

⾃治体が使⽤する住⺠記録等のシステムに対し
て，国が標準仕様書と呼ばれる⼀定の規格を設
け，統⼀的な取扱いを促進する取り組みであり，
各⾃治体は業務の効率化と運⽤コストを削減でき
るほか，住⺠の利便性も向上する等のメリットが
考えられる。

※２ デジタルデバイ
ド 

コンピュータやインターネット等の情報技術（Ｉ
Ｔ）を利⽤したり使いこなしたりできる⼈と，そ
うでない⼈の間に⽣じる，貧富や機会，社会的地
位等の格差のこと。情報格差とも呼ばれる。 

※３ テレワーク ＩＣＴを活⽤して，場所と時間を有効に活⽤でき
る柔軟な働き⽅。住宅勤務，モバイルワーク，サ
テライトオフィス等での勤務等がある。 

※４ ＢＰＲ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ｒｅ－ｅｎ
ｇｉｎｅｅｒｉｎｇの略で，既存の業務の構造を
抜本的に⾒直し，業務の流れ（ビジネスプロセ
ス）を最適化すること。

※５ ＲＰＡ Ｒｏｂｏｔｉｃ Ｐｒｏｃｅｓｓ Ａｕｔｏｍａ
ｔｉｏｎの略で，⼈間がコンピュータを操作して
⾏う作業を，ソフトウェアによる⾃動的な操作に
よって代替すること。

※６ オープンデータ 誰でも⾃由に⼊⼿や使⽤，加⼯，再配布等ができ
るよう広く⼀般に公開されているデータ。 

※７ Ｆｉｔ＆Ｇａｐ システム導⼊時，現在の業務や仕組みとシステム
の機能が，どれだけ適合・差異があるかを分析す
ること。

※８ ガバメントクラ
ウド 

政府共通のクラウドサービス（インターネットを
利⽤して，データやソフトウェアを提供するサー
ビス）の利⽤環境。
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※９ データクレンジ
ング 

誤記・未⼊⼒・重複等の不備を訂正し，データの
正確性を⾼める作業。

※１０ 窓⼝ＤＸ Ｓａ
ａＳ 

ガバメントクラウド上に構築された，⾃治体の窓
⼝サービスを改善するシステム群のこと。各⾃治
体はこの中から適切なシステムを選択することが
できる。

※１１ 次期みやぎ電⼦
申請サービス 

宮城県と県内２５市町の共同で運営されるオンラ
イン申請サービス。インターネットにより申請や
届け出の⼀部が，２４時間３６５⽇⾃宅等から⾏
える。

※１２ マイナポータル 政府が運営するオンラインサービスで，⼦育てや
介護をはじめとする⾏政サービスのオンライン申
請ができたり，⾏政からのお知らせを受け取るこ
とができる。

※１３ ＡＩ－ＯＣＲ ＯＣＲは，申請書等に記載の⼿書きの⽂字を読み
取り，⽂字データ化する技術であるが，これにＡ
Ｉを組み合わせ，くせ字への対応等，更に⽂字の
認識制度を⾼めることができる技術。 
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⼤和町ＤＸ推進計画 

 
令和６年７⽉１⽇策定 

 
⼤和町 総務課  
〒981-3680 ⿊川郡⼤和町吉岡まほろば⼀丁⽬ 1 番地の１ 
TEL︓022-345-1112 

 


